　  　　　　　　　　　　　　　　　　　契　約　書　　　　　　　　　   (Ａ重油､大型ロ－リ－)

　発注者（以下「甲」という。）と受注者（以下「乙」という。）とは、次の表のとおり物品の売買について、単価契約を締結する。

	 　　　物　品　名
	 　　　　単　　　価
	 　　　　　仕　　様　　等
	

	 　　　　Ａ　重　油
	    　　　円/ℓ  ( 　　　円/ℓ)
	 　別紙のとおり
	

	 　　契　約　期　間
	 　契約締結日から平成２８年３月３１日まで
	

	 　　履　行　期　間
	 　平成２８年１月１日から平成２８年３月３１日まで
	

	 　　納　入　場　所
	 　広島市佐伯区倉重三丁目４９５番地　広島市植物公園内
	

	 　　契 約 保 証 金
	 　「免除」又は「予定総額の１０分の１以上」
	

	 　　特　約　事　項
	 　別紙のとおり
	


　　　　　　　　　　　（注）単価の欄の（　）内は、消費税及び地方消費税の額で、内数である。

  上記内容のとおり、甲と乙は、物品の購入について、契約を締結するものとし、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。

　平 成２７年１２月　　日
　　　　　　　　甲　発注者　　　　　　　　　　　広島市中区基町４番４１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人　広島市みどり生きもの協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　竹　内　　功
　　　　　　　　乙　受注者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（別　紙）
特 約 事 項

１　甲は、契約代金の支払いにあたって、口座振込の方法により支払を行う場合においては、
請求代金から振込手数料を差引いて、乙に支払うものとする。

公益財団法人広島市みどり生きもの協会物品調達契約約款（単価契約）
（総則）

第１条　乙は、契約書記載の物品を契約書に定めるもののほか、関係する法令を遵守し、甲に納入しな

ければならない。

（権利義務の譲渡禁止）

第２条　乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又はその

権利を担保に供してはならない。ただし、書面により甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

（物品の納入）

第３条　乙は、甲から発注を受けたときは、発注された数量の物品を指定された期限までに甲の指定す

る場所に納入しなければならない。

（納入期限の延期）

第４条　乙は、その責めに帰すことができない事由により契約期間内に物品の納入ができないときは、その理由を明示した書面により、甲に契約期間の延長変更を請求することができる。
（違約金）

第５条　甲は、乙が前条の規定により甲の承諾を得た場合を除くほか、物品を納入期限までに納入しな

いときは、契約金額（単価）に購入予定数を乗じた金額から既に納入した部分に相応する金額を控除した額の１０００分の１に相当する額に、納入期限の翌日からこれを納入した日までの日数を乗じて計算した額を違約金として徴収する。

２　前項の違約金は、契約金額の支払と同時に徴収するものとする。

（検査）

第６条　甲は、乙が物品を納入したときは、その日から１０日以内に仕様書等に基づいて検査を行うものとする。

２　甲は、必要があると認めるときは、乙の立会いのもとに納入物品から必要量を採取し、その規格を

試験に付することができるものとし、これに要する諸経費は乙の負担とする。

３　乙は、検査の結果不合格と判定されたときは、乙は自己の費用をもって遅滞なくこれを引き取り、

直ちに仕様書等に適合するものと取り替え、甲の再検査を受けなければならない。

（危険負担）

第７条  物品を納入してから検査の完了するまでの間における物品の危険負担は、乙が負うものとする。

（代金の支払）

第８条　乙は、納入した物品の代金の支払を所定の手続に従って甲に請求するものとする。この場合に

おいて、当該代金に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。

２　甲は、前項の請求があったときは、その日から起算して３０日以内に支払うものとする。

（談合行為等の措置）

第９条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

⑴　公正取引委員会が、この契約に係る入札（見積合わせを含む。以下同じ。）に関して、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第２条第６項の不当な取引制限をし、同法第３条の規定に違反する行為がある又はあったとして、同法第７条又は第７条の２の規定による命令を行い、当該命令が確定したとき。
⑵　この契約に係る入札に関して、乙（乙の役員等、代理人、使用人、その他の従業員を含む。以下この項において同じ。)が、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６に規定する行為をし、これに対する刑が確定したとき。
⑶　その他この契約に係る入札に関して、乙が前２号に規定する行為をしたことが明白となったとき　　。
⑷　この契約に係る入札に関して、乙が、刑法第１９８条に規定する行為をし、これに対する刑が確定したとき、又は当該行為をしたことが明白となったとき。
２　乙は、前項各号の各号のいずれかに該当するときは、契約金額（単価）に購入予定数量を乗じた金額の１０分の２（ただし、同項第４号に該当するときは、１０分の１）に相当する額を損害金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。この契約の解除又は終了の後においても、同様とする。

３　前２項の規定において、甲に生じた実際の損害額が前項に規定する損害金の額を超えるときは、甲は乙に対しその超える額についても損害賠償請求することができる。
（契約解除）

第１０条　物品の価格に著しい価格変動があったとき、又は甲が必要と認めるときは、甲と乙が協議の上この契約を解除することができる。

第１１条　甲は、乙が次のいずれかに該当するときは、催告しないで、直ちにこの契約を解除すること　ができる。

⑴　納入期限内に納入しないとき。

⑵　契約の履行につき不正な行為があったとき。

⑶　契約の履行に当たり、正当な理由がなく甲の職員の指示に従わないとき、又はその職務を妨害し

たとき。

⑷　破産の宣告を受けたとき又は資産信用状態が著しく低下したとき。

⑸　警察等捜査機関からの通報等により、次のいずれかに該当する者であることが判明したとき。
ア　暴力団等排除措置要綱第２条第１項に規定する暴力団

イ　暴力団等排除措置要綱第２条第２項に規定する暴力団員等

ウ　暴力団等排除措置要綱第２条第３項に規定する暴力団経営支配法人等

エ　暴力団等排除措置要綱第２条第４項に規定する被公表者経営支配法人等

オ　暴力団等排除措置要綱第２条第５項に規定する暴力団関係者
⑹　前各号のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達することができないと認

められるとき。
（損害賠償）

第１２条　乙は、前条の規定により契約が解除され甲に損害が生じたときは、損害賠償の責めを負う。この場合における賠償額は、甲が認定するものとする。

２　前条の解除により乙に生じた損害については、甲は、その責めを負わない。

（契約解除後の既納物品の取扱い）

第１３条　甲は、第１１条の規定により契約を解除した場合において、既納物品があるときは、その全部又は一部を取得し、その代金を支払うことができる。

２　乙は、前項の規定によって甲が取得した物品以外の物品を甲の指定する日までに、自己の負担にお

いて引き取らなければならない。

３　乙が前項の指定された日までに当該物品を引き取らないときは、乙がその物品に対する権利を放棄

したものとみなす。
（契約保証金）

第１４条　契約保証金は、乙がこの契約に基づく義務を履行したときは返還する。
２　契約保証金には、利息を付けない。

３　乙が契約の締結と同時に納付した契約保証金は、第９条第１項及び第１１条第１項の規定により契約が解除された場合においては甲に帰属し、当該契約保証金があるとき、又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は当該契約保証金又は担保をもって損害金又は違約金に充当することができる。

（広島市契約規則第３１条第３号を適用し契約保証金を免除する場合、次の条文を加える。）

（相殺）

第１４条の２　甲は、この契約に基づいて甲が乙に負う金銭債務と乙が甲に負う金銭債務とを相殺することができるものとし、なお不足があるときは追徴するものとする。
（暴力団等からの不当介入の排除）

第１５条　乙は、契約の履行に当たり暴力団等(暴力団等排除措置要綱第２条第６項にいう暴力団等をいう。以下に同じ。）から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに甲に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。

２　乙は、前項の場合において、甲及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除対策を講じなければならない。

３　乙は、前項の規定による排除対策を講じたにもかかわらず、物品の納入に遅れが生じるおそれがある場合は、甲と物品の納入に関する協議を行わなければならない｡

４　乙は、甲との物品の納入に関する協議を行った結果、物品の納入に遅れが生じると認められた場合は、第４条の規定により、甲に物品の納入期限の延長の請求を行うものとする。

５　乙は、暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに甲へ報告するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。

６　乙は、前項の被害により物品の納入に遅れが生じるおそれがある場合は、甲と物品の納入時期に関する協議を行うものとし、物品の納入に遅れが生じると認められた場合は、第４条の規定により、甲に物品の納入期限の延長の請求を行うものとする。
（契約締結に要する経費）

第１６条　この契約の締結に要する経費は、乙の負担とする。

（管轄裁判所）

第１７条　この契約に関する訴えの管轄は、甲の所在地を管轄区域とする広島地方裁判所とする。

（補則）

第１８条　この契約に定めるもののほか、必要な事項については甲と乙とが協議して、これを定める。
